
自治事務 法定受託事務
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月24日(金)

環境衛生課 担当係 業務係 管理番号 3912一般廃棄物関係事業

安心とやすらぎを感じられるまち

環境衛生の推進

令和2年度

衛生費 清掃費

衛生費 清掃費

市民が排出する廃乾電池・蛍光管等の有害ごみや市民が資源置場に直接搬入した燃やせないごみや資源物。

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 146,500,000 0

22,825,755 187,729,579 21,943,397

資源物置場新設工事設計
業務委託

年度別計画

191,570,000 23,736,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

4

・廃乾電池・蛍光管等の有害ごみの処分を行う。・市民から直接搬入（不燃ごみ・資源物）される旧施設の受付業務及
び深谷清掃センター等で使用する水源施設（櫛引水源）の維持管理を行う。・不法投棄物の回収、直接搬入されたごみ
を大里広域の処理施設等へ搬入するために使用する塵芥車両の管理を行う。・最終処分場の適正な維持管理及び地下水
汚染の防止を図る。

担当課

県支出金 0 0 0 0 0 0

0

0

2,268,229

19,611,755

塵芥処理費

事務事業

2

事業概要

31,432,000

3,100,000

0

決算額

国支出金

中項目 3 人と自然にやさしいまちづくり

0 0

3,214,000 3,464,000 2,883,749 2,428,690

39,267,000

0 0 0 0 0

37,765,579 19,059,648 22,571,550

単位：円

34,499,006

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

51,997,005 209,908,279

29,171,250 22,178,700

3.75 2.85 2.85 3.75 3.75

44,347,247

22,403,850

1.05

8,537,915

43,069,915

30,510,000 29,107,182

55,510,240 65,874,417

令和4年度

30,090,235

6,677,000

前年度決算額（円）

一般会計

一般会計

目

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

ごみ処分関係事業

塵芥処理費 埋立施設維持管理事業

ごみを適正に処理し環境保全を図るため。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

有害ごみについては、業者に委託し処理する。燃やせないごみ等は、大里広域市町村圏組合クリーンセンターに搬入す
る。関係法令に基づく浸出水・発生ガス・周辺地下水の環境分析を実施する。

成果
※何を求めるか

ごみ処分の円滑化を図る。

項

作成日

細事業名

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

25,000,240 36,767,235 0

資源物置場新設工事業務
委託

34,532,00028,907,000 40,850,000

本事業の
主な業務

執行体制

櫛引水源水質分析業務委託

車両の管理（燃料費・修繕）

一般廃棄物（ごみ）の処理

清掃センター旧施設・最終処分場・櫛引水源管理業務委託

一般廃棄物（ごみ）の収集運搬及び処分業許可

犬、猫等の死がい処理

清掃車両の維持管理

埼玉県清掃行政研究協議会負担金の支出

清掃業務の統計報告

許可業者（ごみ）の指導監督

環境分析業務委託



実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

　

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

直接搬入台数は予測できないため、目標値設定できない。/清掃センターからの報告

台

単
位

042101 48193

評価者 係長　荻原　康裕

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

37797

41785

ごみの発生量により搬入台数は変わるので、目標値設定できない。　/　清掃センターからの報告

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

概ね適切に処理されている。

B

A

市民等からの直接搬入量は昨年度より減少している。また、有害ごみの処分
は適正に行われている。

成果

ｋｇ

実績値

目標値

実績値

目標値

42020

成果指標４

成果指標１

成果指標２

成果指標３

評価理由・指標数値の推移
市民等からの直接搬入台数は昨年度より増加している。

4664.63 0

0

48271

44560 41760 41860

33981

県内統一の契約であるため、目標値設定できない。　/　処理状況実績により

評価評価の観点区分

5538.77 5207.665197.06

4263.25 3939.29
千円

目標値

実績値

区分

市民等からの直接搬入受付台
数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

有害ごみの処分量

有害ごみの処理費用

目標値

実績値

市民等からの直接搬入量

塵芥車両等の受付台数

0

ｔ

台

経済状況等により搬入量は変わるので、目標値設定できない。　/　清掃センターからの報告

34280 34825 35129 35033 33448

ごみの発生量は予測できないため、目標値設定できない。　/　埼玉県清掃行政研究協議会により

3994 4103.72 3835.32 0

目標値

実績値の算出式

4927.59

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 係長　荻原　康裕

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) ■委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

■ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

資源物等置場における各業務の委託化については、コストを抑え、且つ、市民の家庭ごみ搬入への
影響が出ないよう、慎重に進めていく必要がある。

８．評価指標グラフ

資源物等置場における各業務について、業務内容や予算等を踏まえた委託化への検討を実施してい
く必要がある。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

市の管理施設である資源物等置場は、市民が不燃ごみ・資源物を直接搬入で
きる施設であり、受付業務については、シルバー人材センターへ委託してい
る。その他の業務についても、危険を伴う業務について、専門業者へ委託し
た。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

資源物置場における複数の業務の中で、委託可能な業務を精査し契約事務を行った。

評価者 課長　渋澤　滝人

評価の内容説明

3912事務事業 一般廃棄物関係事業 担当課 環境衛生課 担当係 業務係 管理番号

区分 活動指標１ 指標名 市民等からの直接搬入受付台数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

資源物等置場における各業務の委託化については、コストを抑え、且つ、市民の家庭ごみ搬入への
影響が出ないよう、慎重に進めていく必要がある。

区分 成果指標３ 指標名 市民等からの直接搬入量
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


